
　
こ

の
調

査
(質

問
）表

は
、
貴

国
の

地
形

図
作

成
を

協
働

で
行

な
う
た

め
に

事
前

調
査

団
が

作
成

し
ま

た
。

こ
の

調
査

表
の

目
的

は
、
貴

国
の

地
図

･測
量

の
状

況
を

把
握

し
て

協
働

で
基

本
図

作
成

を
行

な
い

、
地

図
･測

量
技

術
の

移
転

方
策

を
見

出
す

こ
と

に
あ

り
ま

す
。

　
回

答
は

簡
潔

に
願

い
ま

す
。
質

問
に

対
す

る
資

料
が

あ
る

場
合

に
は

、
*印

を
付

し
添

付
し

て
く
だ

さ
い

。
ま

た
、
事

項
の

デ
ー

タ
が

利
用

で
き

る
場

合
は

｢有
無

」の
欄

に
「Y

」
を

記
入

し
、
そ

の
デ

ー
タ

が
利

用
で

き
な

い
場

合
に

は
「N

」を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

宜
し

く
お

願
い

い
た

し
ま

す
。

モ
ー

リ
タ

ニ
ア

国
 ヌ

ア
ク

シ
ョ
ッ

ク
首

都
･近

郊
デ

ジ
タ

ル
地

図
作

成
調

査

20
06

年
11

月

JI
C
A

事
前

調
査

団
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１．
政

府
組

織
と

政
策

項
目

事
項

有
無

記
述

(回
答

)

中
央

政
府

(1
) 
組

織
図

有
ア

ネ
ッ

ク
ス

１

(2
) 
国

家
開

発
計

画
と

政
策

ア
ネ

ッ
ク

ス
１

2.
 地

形
図

等
に

関
す

る
機

関
 (
組

織
)

項
目

事
項

有
無

記
述

(回
答

)
1.

 地
形

図
に

関
わ

る
機

関
(1

) 
担

当
機

関
及

び
所

属
省

庁
有

設
備

運
輸

省

(2
) 
内

部
組

織
図

有
別

紙
報

告
書

(3
) 
職

員
数

（う
ち

技
術

者
数

）
有

20
名

(4
) 
最

近
五

年
間

の
予

算
20

06
年

度
予

算
　
　
18

25
67

90
U

M
：ウ

ギ
ア

(5
) 
機

材
リ
ス

ト
(測

量
と

地
図

複
製

機
器

)
有

別
添

資
料

　
(ト

ー
タ

ル
ス

テ
ー

シ
ョ
ン

1台
）

(6
) 
国

防
と

の
関

係
特

に
な

し

(7
) 
技

術
者

に
対

す
る

研
修

体
制

(所
掌

部
署

と
実

施
実

績
)

必
要

に
応

じ
て

IG
N

に
派

遣

2.
 地

籍
図

に
関

わ
る

機
関

（
地

形
図

と
同

様
な

ら
記

入
の

要
な

し
）

(1
) 
担

当
機

関
及

び
所

属
省

庁
D
T

C

(2
) 
内

部
組

織
図

20
名

(3
) 
職

員
数

（う
ち

技
術

者
数

）

(4
) 
最

近
五

年
間

の
予

算

(5
) 
機

材
リ
ス

ト
(測

量
と

地
図

複
製

機
器

)

(6
) 
国

防
と

の
関

係
特

に
無

い
が

立
ち

入
り
証

を
D
T

C
で

発
行

(7
) 
技

術
者

に
対

す
る

研
修

体
制

(所
掌

部
署

と
実

施
実

績
)

3.
 既

存
デ

ー
タ

等

項
目

事
項

有
無

記
述

(回
答

)

1.
 水

平
方

向
の

国
家

測
地

基
準

（
三

角
点

）
(1

) 
所

掌
機

関
名

D
T

C

(2
) 
原

点
の

位
置

ヌ
ア

ク
シ

ョ
ッ

ト
国

際
空

港
内

G
P
S
基

準
点

(3
) 
級

別
点

数
1級

　
測

地
な

い
G
P
S
点

３
点

)　
、
水

資
源

用
G
P
S
点

が
２
０
ｋ
ｍ

に
１点

計
22

点

(4
) 
一

等
三

角
網

図
コ

ピ
ー

別
添

資
料

(基
準

点
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

)

(5
) 
基

準
点

の
記

述
(点

の
記

)サ
ン

プ
ル

別
添

資
料

(6
) 
毀

損
及

び
亡

失
等

の
統

計
情

報
(年

間
あ

た
り
の

亡
失

及
び

復
旧

数
)

旧
基

準
点

は
維

持
管

理
し

て
い

な
い

(7
) 
自

治
体

整
備

の
基

準
点

に
関

す
る

情
報

D
T

C
は

把
握

し
て

い
な

い
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項
目

事
項

有
無

記
述

(回
答

)

2.
垂

直
方

向
の

国
家

測
地

基
準

（
水

準
点

）
(1

) 
所

掌
機

関
名

D
T

C

(2
) 
原

点
の

位
置

と
高

さ
フ

ラ
ン

ス
大

使
館

前
水

準
原

点

(3
) 
級

別
点

数
2級

(4
) 
一

等
水

準
網

図
コ

ピ
ー

別
添

資
料

(5
) 
基

準
点

の
記

述
(点

の
記

)サ
ン

プ
ル

別
添

資
料

(6
) 
毀

損
及

び
亡

失
等

の
統

計
情

報
(年

間
あ

た
り
の

亡
失

及
び

復
旧

数
)

D
T

C
は

把
握

し
て

い
な

い

(7
) 
自

治
体

整
備

の
基

準
点

に
関

す
る

情
報

D
T

C
は

把
握

し
て

い
な

い

3.
 空

中
写

真
に

つ
い

て
(1

) 
所

掌
機

関
名

(2
) 
国

全
体

の
空

中
写

真
撮

影
実

績
が

わ
か

る
資

料
D
T

C
保

管
(空

中
写

真
イ

ン
デ

ッ
ク

ス
)

(3
) 
写

真
位

置
図

(標
定

点
図

)サ
ン

プ
ル

別
添

資
料

(4
) 
空

中
写

真
の

入
手

方
法

(購
入

可
で

あ
れ

ば
一

枚
あ

た
り
価

格
)

D
T

C
に

申
請

(5
) 
空

中
写

真
・フ

ィ
ル

ム
の

保
管

状
況

D
T

C
保

管
し

て
い

る
が

管
理

状
況

は
悪

い

4.
 既

存
(紙

)地
形

図
に

つ
い

て
(1

) 
所

掌
機

関
名

D
T

C

(2
) 
縮

尺
ご

と
の

整
備

面
数

別
添

資
料

(3
) 
縮

尺
ご

と
の

整
備

図
郭

（イ
ン

デ
ク

ス
マ

ッ
プ

）
別

添
資

料

(4
) 
縮

尺
ご

と
の

大
ま

か
な

最
新

の
整

備
更

新
時

期
更

新
は

さ
れ

て
い

な
い

(5
) 
英

語
に

よ
る

整
飾

と
凡

例
サ

ン
プ

ル
フ

ラ
ン

ス
語

IG
N

の
も

の
あ

り

(6
) 
既

存
地

形
図

の
入

手
方

法
(購

入
可

で
あ

れ
ば

一
枚

あ
た

り
価

格
)

5.
 調

査
対

象
機

関
に

お
け

る
既

存
整

備
の

デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
に

つ
い

て
(1

) 
整

備
デ

ー
タ

の
種

類
２
０
０
，
０
０
０
地

形
図

を
ベ

ク
タ

デ
ー

タ
で

作
成

中

(2
) 
上

記
(1

)ご
と

の
整

備
計

画
と

進
捗

率
整

備
計

画
な

し

(3
) 
上

記
(1

)ご
と

の
基

資
料

(地
形

図
な

ど
)

(3
) 
上

記
(1

)ご
と

の
整

備
内

容
と

ベ
ク

タ
・ラ

ス
タ

の
別

２
０
０
，
０
０
０
地

形
図

を
ベ

ク
タ

デ
ー

タ
で

作
成

中

(4
) 
上

記
(1

)ご
と

の
デ

ー
タ

総
量

全
国

の
２
０
０
，
０
０
０
地

形
図

(5
) 
上

記
(1

)ご
と

の
入

手
方

法
(購

入
可

で
あ

れ
ば

一
単

位
あ

た
り

の
価

格
)

不
明
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項
目

事
項

有
無

記
述

(回
答

)
1.

 基
準

(1
) 
測

量
を

所
轄

す
る

法
律

コ
ピ

ー
有

測
量

法

(2
) 
基

準
楕

円
体

・測
地

系
・地

図
投

影
の

基
準

W
G
S
84

、
　
　
U

T
M

(3
) 
測

量
作

業
の

基
準

(測
量

作
業

規
程

)コ
ピ

ー
フ

ラ
ン

ス
IG

N
の

基
準

に
基

づ
く

(4
) 
地

図
作

成
の

基
準

(図
式

規
程

)コ
ピ

ー
フ

ラ
ン

ス
IG

N
の

基
準

に
基

づ
く

2.
 計

画
(1

) 
基

準
点

整
備

・地
図

作
成

に
関

す
る

計
画

特
に

な
し

3.
 測

量
・
地

図
作

成
・
G
IS

に
係

わ
る

ド
ナ

ー
援

助
(1

) 
そ

れ
ぞ

れ
の

(も
し

複
数

あ
れ

ば
)概

要
(報

告
書

が
あ

れ
ば

報
告

書
コ

ピ
ー

)

4.
 各

種
許

認
可

(1
) 
撮

影
飛

行
に

係
わ

る
許

認
可

権
限

を
持

つ
機

関
航

空
路

安
全

公
社

（A
S
E
C
N

A
）、

D
T

C

(2
) 
地

上
測

量
実

施
に

係
わ

る
許

認
可

権
限

を
持

つ
機

関
D
T

C

(3
) 
空

中
写

真
・既

存
地

形
図

等
の

国
外

持
ち

出
し

に
係

わ
る

許
認

可
権

限
を

持
つ

機
関

D
T

C

(4
) 
国

境
確

定
及

び
地

名
に

係
わ

る
所

掌
機

関
内

務
省

地
舞

等
に

関
す

る
委

員
会

(5
) 
軍

事
施

設
の

表
示

に
係

わ
る

許
認

可
権

限
を

持
つ

機
関

特
に

規
制

は
無

い
が

地
図

関
係

は
D
T

C

(6
) 
外

国
人

の
立

ち
入

り
禁

止
区

域
に

係
わ

る
許

認
可

権
限

を
持

つ
機

関
D
T

C

5.
 各

種
市

場
調

査 項
目

事
項

有
無

記
述

(回
答

)

労
務

賃
金

等
(1

) 
運

転
手

込
み

の
標

準
的

な
レ

ン
タ

カ
ー

価
格

(車
種

・時
期

別
に

)
セ

ダ
ン

　
　
　
　
　
　
15

日
未

満
（１

日
） 

54
.0

0E
R

O
､３

０
日

以
上

（１
日

）4
0.

00
E
R

O
ﾗ

ﾝ
ｸ
ﾙ

（四
駆

）　
15

日
未

満
（１

日
）1

21
.0

0E
R

O
､３

０
日

以
上

（１
日

）8
4.

00
E
R

O

(2
) 
標

準
的

な
人

夫
雇

用
賃

金
２
０
０
０
M

R
O

　
/1

日
　
（１

E
U

R
=3

20
M

R
O

）

(3
) 
標

準
的

な
現

地
語

-英
語

の
通

訳
賃

金
２
５
～

３
５
万

M
R

O
/月

　
(翻

訳
A

４
１ペ

ー
ジ

３
０
０
０
M

R
O

）

(4
) 
測

量
局

が
測

量
現

場
で

利
用

す
る

標
準

的
な

宿
の

宿
泊

料
金

(日
あ

た
り
)及

び
連

泊
で

の
割

引
率

4.
 地

図
作

成
等

の
基

準
・
計

画
・
許

認
可

等
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４．協議議事録 

 
12月6日（水） 

 

10時から運輸設備省地図局（DTC）局長室で調査団の派遣目的の説明を対処方針の趣旨に基づき行

った。 
 
調査団はモーリタニア側の要請内容を確認し、地図作成の基本合意書である実施細則（S/W）を締

結することと、更に具体的な作業を行うに必要な測地内の諸条件を確認し、案件実施の承認を得るた

めの報告をすること、また併せてコンサルタントに提示する業務指示書作成の諸元を作成することを

説明した。 
国土基本図作成は、アナログ時代はすべての作業は本邦から派遣される技術者が観測を行ったが、

デジタル時代を迎えてからは、協力は技術移転に力点が置かれるように協力の形態が変化したことを

説明した。 
すなわち派遣される技術者はコンサルタントとして技術移転の任にあたるとした。 
具体的な作業は当該機関が行うものとし、その作業に対するアドバイザーであると述べた。 

 
近年、税金で実施されている技術協力に対し納税者が強い関心を示すようになり、できあがった成

果が有効に使われることが案件実施には不可欠で、情報公開法の制定後は、JICAは納税者に対し説明

責任があることを述べ理解を得た。 
これら全体説明に対し局長は謝意を表したあと、地図の必要性を述べた。 

 
地図の同市にとっての必要理由を述べた。 
海岸浸食、都市計画立案の基本情報、廃棄物処理、不法投棄対策、不法土地占拠対策等々に不可欠

で、日本政府がこのように迅速な対応をとったことに謝意を表した。 
DTCとしては可能な限り大縮尺が必要であることを述べた。 

 
調 査 団 は 、 ヌ ア ク シ ョ ッ ト 市 に お け る 広 域 の 都 市 問 題 に 対 応 す る 地 図 は 中 縮 尺

（1/10,000~1/100,000）であり、提案のあった大縮尺を対象とはしないので、個々に具体的な案件が

発生した際に当該プロジェクト用として作成すべきものと答え理解を得て、合意を得た。 
 
（S/W） 
原案を提示し、内容・形式は機構のすべての案件に共通するもので既にモーリタニアで行われた案

件でも同様なものが結ばれていると説明し理解を得た。 
内容に関しては若干の微調整はあるものの大筋の合意を得た。
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12月7日（木） 

 
局長室で技術的事項に関し協議を行った。 
技術協議に先立ち局長から次の要望がなされた。 
要請した縮尺は急ぎ要請をまとめたので関係先と十分な調整がなされていなかったので、協議議事

録（M/M）にモーリタニアとして抱えている諸問題、都市計画、下水道、海岸浸食・洪水、ゴミ問題

があることを記載してほしい旨の要望がなされたので記載することを了解した。 
 
調査団は今回作成の図は1/10,000であるがその際将来の大縮尺作成を配慮して、基準点関係を都市

部では配慮して配点するとし理解を得た。 
 
（撮影） 
要請書では1/15,000だが、写真測量の国際的な基準からは1/30,000が標準である。ただし、今回の

作業を円滑に指導するうえで、1/20,000が適当と説明し合意を得た。 
また、写真は今後の判読の容易さを考慮してカラーとする。 
撮影面積は70km × 30km とする。  
DTCに見積書の取り付けを依頼し同意を得た。 

 
（作業工程） 
地図作成の工程と調査工程を示し、モーリタニアが担当分と調査団担当分を説明。 

OJTとしては標定点（基準点）測量、現調、現地補足測量、地名などであり、調査団員が同行し指

導する。 

作業に対しての経費は、調査に関する給料はモーリタニア負担となる。ただし、調査に必要な車両

は、レンタカーに関しては調査団が負担する。 

OJTとして行う作業には、調査団の専門家が指導する。空撮、図化、空三、編集、等々は調査団側

が負担する 

 

（機材） 

調査団はGPS、レベル、コンピュータなどOJTに必要な機材を説明した。 

DTCは測地内の通信手段として簡易無線機の必要性をあげた。また点検作業用としてトータルステ

ーションの必要性をあげた。 

なお、DTCが独自に導入を計画しているプロッターがA０判出力であれば重複するので削除すること

にした。 

 
（地図作成基準） 
地図の基準に関する問いに、すべてフランス国土地理院（IGN）が仕切っていたとの回答であった

ので、IGNの図式を基にデジタルの表現に合った図式等を調査団と協議して決定することに同意を得

た。 

注記はIGNが発行している1/10,000を参考にすることとした。 

地図に用いる文字、地名に関しては、内務省に照会して決めたい。 
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日本側では決めかねるので、モーリタニア側に任せることとしアラビア語かフランス語かを含め、

DTC委員会で調整したいとしたので、モーリタニア側の責任で行ってほしい旨申し入れた。 

 

（測量の基準） 

クラーク1880 

地図投影 

UTM 

等高線間隔 

1万の主曲線10m、間曲線５ｍ、補助曲線が2.5m 

砂漠地域で単点を取り地形を表現する。ちなみに日本（国際）では10cm平方に10から15取る。 

対空標識は必要に応じ設置する。設置済みのものがフランス大使館にあるとの説明を得た。 

 

（OJTによる図化作業） 

技術移転のため、必要な機材は供与するのでそれを使って行い、日本の監督の下、経験のためOJT

規模は、1～2面で合意し本格調査団が詳細協議とした。 

 

（撮影許可） 

DTCが責任をもって許可取得のすべてを行うことに同意を得た。 

それに必要とする期間は必要な情報が得られれば、2～3日間程度である。 

空撮の適期は、経験がないので確認するとのことであった。 

軍関係の施設を黒塗りする必要はなく、空中写真の持ち出しはドキュメントがあれば、問題ないと

のことであった。 

 

（既存資料・成果） 

網図、配点図、成果、基準点に関し、Ⅰ等点のみで他はない。 

今回の対象地域について、踏査しないと分からないがヌアクショットには3点のみである。 

IGNに行かないと分からないということが心配であるとの調査団の懸念に対し、IGNでも保管してい

ないとの回答であった。 

水準点については、現存のものの表を作るとあった。 
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12月8日（金） 

 
９時から局長室で技術的事項に関し協議を行った。 

 
昨日の協議で確認を依頼していた空撮の適期に関し、雨期が7～9月であり、その他の時期は問題

なく空撮できるとの回答を得た。 
 
（GIS） 

局長は下水、都市計画、沿岸の問題についての都市計画、下水衛生施設、海岸保護、ゴミ、これら

に関し必要理由をリストで示すとした。このことはGISのモデルシステム作成の根拠を意味するもの

であった。 

調査団は英文で優先順位をつけて渡してほしいと要請し、予算の関係上、これらのうち1つか2つの

モデルシステムにしたいことを伝えた。 

優先順位については本格調査団と詰めることで、同意を得た。 

 

（機材） 

各機材の供与台数案を提示した。GPS（４台）、数値水準儀（２台含むスタッフ）、数値編集システ

ム（１式）、地図記号化システム（１式）、データ構造システム、サーバー、TS等の供与を考えている。

ただし、供与については決定ではない。あくまで事前調査で当局に必要と思われるものであり、持ち

帰りJICA本部にて決定する。承認されればすべて供与できると思うが、予算等の理由により供与でき

ないものもあることを説明した。 

なお、調達方法は、JICAセネガル事務所を通じてモーリタニアに届く予定である。調査に間に合う

ようにしたい。これらの機材は空港渡しとなる。通関、免税等の措置はモーリタニア側ですべてお願

いしたい。 

通関や免税は重要なことであるかとの問いに、原則、免税措置は問題ないとの回答を得た。 

 

（GIS用データの提供） 

調査団から、GISに必要なデータ、資料提供を依頼した。もし、できなければモデルシステムは作

成しない旨を伝えた。 

併せて他国の事例として、データがあるといっても十分なデータがないのが多かった。例えばマン

ホールの大きさや管の大きさなど不完全だった。 

調査団は再確認として、本格調査で作成するGISはモデルなので完全に対応するものではなく、技

術移転を実施するが、主体はモーリタニア側にあることを説明した。その理由は、GISというものは、

その時間での表現であり、今後の更新（維持管理）をしない限り不要となるので、当局側が行わなけ

ればならないことになる。 

 

（導入ソフト） 

これまでの案件事例は、日本語又は英語での対応で行っているが、ソフトに関してはできるだけフ

ランス語のものを供与することを説明した。 
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（コーディネーティング・コミッティ：CC） 

作成した数値地形図を普及するため、コーディネーティング・コミッティ（CC）の設置を要望し、

同意を得た。 

DTCの説明によれば、既にそれに見合う機関がある。リモートセンシングの委員会があり議長は運

輸設備大臣である。下部機関として技術委員会が政令で定められている。なお、実態はあまり積極的

な活動はなされていないとのことである。設立の条例があるのでこの組織を活用したい。 

 

（機器のメンテナンス） 

機材のメンテナンスは、メーカーの1年間保証があるが、日常のメンテナンスはDTCの負担を求め同

意を得た 

 

（技術移転について） 

移転した技術について局としてどのように広めていくかを調査団から質問した。 

検討中であれば、事前調査団が帰国するまでに概略を教えてほしいと要望し、了解を得た。 
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12月11日（月） 

 
局長室で技術事項に関し協議を行った。（Q&Aに関する回答についての質疑応答） 

 

（基準点、水準点、原点等） 

道路検問：本格調査団に関しては、本省から許可書を発行するので問題ない（局長） 

測地データ：レベル、網図、多角、GPS点、（空港にあるGPS点を基準にした点）存在する点である。

それらは水資源関係で作成した→点数は20kmごとに240kmある。測地内60km内（3点）で南側セネガル

川の調査での点である。 

水準点：フランス大使館の門の外にあるものを基準にして、南北に水準路線があり5点は存在 

原点：基準点（水平位置）はIGN実施の飛行場点とし1等点とする。 

水準点の原点（高さ）は、フランス大使館外壁に設置された2等点とする。（ダカールに接続） 

海岸の0mとの整合：モーリタニア側が示すもので計算。不一致は承知している。 

 

（空中写真について） 

過去に撮影した写真、標定図、フィルムはすべてIGNが保管。 

IGNでの複製にはDTC発行の許可書が必要。 

 

（地形図について) 

既存図：地形図100万図、20万図 

測量に関する法律関係：政令がある。コピーを取得。 

作業規程、図式関連：本格調査団と協議して作成しデジタルに適合させる。 

 

（許認可関連） 

写真の持ち出しなど：事前に許可を取るのがよいが運輸設備省が許可を出すので問題ない。 

 

（調査団員の身分証明について） 

調査団員の身分証明書（土地立入証など）の発行 

 

（地形図の必要性） 

雨期に植物の種をまく砂漠の緑化のためにも地形図が必要としている。 

 

（S/W） 

事業のタイトル変更の要求があったが、地形図作成が目的で、そのデータを使用して 

GISができるとし、その例としてGISのモデル的なシステムをつくるという説明をし理解 

を得た。具体的な（GISの）主題については、本格調査団が来たときに決定する。 

技術移転：DT Cだけに限定することなくデータを広めるため他の機関をot h e r sとして 

記載する。 
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12月12日（火） 

 

局長室でS/W事項に関し協議を行った。 

 

（工期） 

工期を36か月としたが、32か月と提案したい。理由はできるだけ早く成果を渡したいと 

思い再考した。文書訂正１か所あり。最終報告書案29か月 最終報告書32か月で合意す 

る。 

 

（局の沿革） 

局になったのは、1984、85年。それ以前は課だった。フランス統治時代からだった。 

当時フランスIGNが行っていて、独立（1960年11月28日）後、設備省公共事業局に組み込まれてい

た。 

 

（全国レベルの基準点の維持管理の状態） 

1999年のGPSネットワークがある。WS84をクラーク1880に変換パラメータを計算。33点で全国カバ

ーする。33点の網図は存在する。ヌアクショットは別に詳細図があるほかに、飛行場の原点を含む3

点。 

 

（GPS点の維持管理） 

1999年のもの（200km間隔）は、ヌアクショットに関して（空港にあるもの）は管理している。 

古いINGの天体観測点は、ほとんど存在していない。 

 

（空中写真の管理、地図の再発行） 

空中写真のネガはIGNが管理しており、地図再発行はフランスにて実施可能であるが、まとまった

数でないと印刷の発注ができない。 

 

（地籍測量） 

財務省公有（土地所有）局が担当 

縮尺は1,000、 2,000、 5,000の３種で、すべてカバーはしていない。 

 

（局の業務内容） 

地図作成課は、旱魃の影響で農村から都市に流入した人に対応するためのマスタープラン作成に係

る業務に従事している。住宅・都市計画局（DHU）には土地に関する情報を提供している。 
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12月13日(水) 

 

局長室でS/W事項に関し協議を行った。本日大臣技術顧問が参加した。 

 

（地形図仕様） 

使用する文字：地名に関しては国地名委員会が決定する。 

地名注記文字：フランス語とアラビア語両方 

ただし調査団はモーリタニア側提供資料のみを使用、詳細は調査団と協議する。 

1枚の地図上に併記当の点に関し別々に作成と思うが、委員会が決定する。 

 

（業務所掌） 

測量課は、調査係と地図作成（測地と写真測量）である。実際は現実の問題に対処しており、都市

や国境、他の省庁からの測量の要請に応える。局としてその時のニーズに応えている。 

 

（機材の輸入について） 

無償の形での機材であれば、免税について明記されていれば問題ない。 

 

（成果品の利用） 

成果は、だれでも使えるというのが趣旨であり法律があればそれに従って行えばよい。 

ただし、成果はすべて公開が原則であるがDTCの下において公開とすることは可とする。 

 

（著作権） 

DTCの管理下にということを記してほしいと要望があった。IGNと違って、日本の援助はすべて提供

することにあることを説明した。 
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12月14日（木） 

 
（かねてからのDTC局長の提案であった、住宅・都市計画局長への面会）（9:20-9:50） 

 

（同局長の本件協力に対する見解） 

「縮尺1/2,000図が住宅・都市計画局としてはマネージメントするのに必要であり、1/10,000図は

不要なものである。以前、訪れた日本のコンサルタントと縮尺1/2,000図の話をした。しかしながら、

1/10,000図作成と決定したのであればやむを得ない。GIS等のデータなど調査に必要な資料を提供す

ることは可能である」旨の発言があった。 

 

（OJT） 

技術移転は厳しいものになるのでこれに耐えられる人材を配置するよう要請したところ、適任者を

配置する旨の回答を得た。 

技術移転は、座学及び実習の両方を実施することを説明した。 

また、本邦研修が国土地理院で実施されていること、その内容は、日本での研修等長期的な視野に

立つことができる人材養成であることを伝えた。 

その他、図化、維持管理を徹底的に極めて細やかに行う。具体的には本格調査団のスケジュールに

合わせて行う。研修を受けた人が、こちらの職員にそれらの技術を普及する。これが、技術移転の枠

組みであることを説明した。 

 

（図化範囲） 

図化範囲について、要請の2,000㎢は過大な範囲であると考えられるため、優先地域に絞ることで

合意した。局長は1400㎢を考えていたとしたが調査団の主張である1,200km2案に同意し、その範囲理

由を提示することになった。 

双方の合意は、調査範囲については、付図１で空撮は、2,000㎢、地形図作成域は、1,200㎢と明示 

する。 

   必要理由 

◇ 北部に関して、空港、3～4年後の完成を見込んでいる。 

◇ 南部は保護に関して洪水の問題と海岸の問題、併せて流入問題 

◇ 東は、住民流入で街の拡大でゴミ処理施設（25km地点まで） 

          

 
 
 
 
 
全域に関しては、砂丘固定の緑化対策及び南側のオフショワーの石油開発に伴う影響問 

題を必要理由に加えることに同意した。 

 

 

700 ㎢ 

300 ㎢ 

200 ㎢ 
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（既存1/10,000図） 

住宅・都市計画局長があると主張した同縮尺の図に関し、局長は1981年のものであるがそれらはIGN

が作成したものがある。現物を提示し200km2をかなりの予算を使い整備したものであるが、使い物に

ならない。 

現在、地図はこれしかないので都市計画等で参考にしている。 

 

（GPS観測） 

1997年にIGNの援助によりGPSでセネガル川に13点のGPS観測を行った。全国は1999年に世界銀行の

スーパーバイズによりDTCが33点行った。参考までに空港の基準点が基である。 

1999年の世界銀行は33GPS点。 

GPSによる基準点設置 

年次 点数 融資・援助先等 備   考 

1992年 48 仏IGN セネガル沿岸のモーリタニア側に配置 

村落開発のために設置 

1999年10月 33 世界銀行 

 

鉱山工業所のため 

1999年10月 22  上水路関連 

2004年4月 53 自営 DTCとマリ及びセネガルの３か国共同

で設置。セネル川沿岸両岸20kmごとに

実施。 

1989～99年 26（既存

点含む） 

仏IGN ヌアクショット市 航空安全局で 

IGN実施 

1950年代 357点 仏IGN GPSでなくIGN設置点で既存していな

い。 

天文測量及び三角測量での設置と聞い

ている。 

 

すべて、委託での実施である。DTCは監督すべきだが、実際は各省等が発注している。成果の精度

にはバラつきがある。コントロールしていないので精度については保証できない。本来（政令）の所

掌がなされていない。 

成果の公表に関して昨日話したことにはこういった背景がある。 
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（既存図） 
 

種類 面数 作成年 備   考 
100万図 8 1964年 全国 

50万   あるが数はすぐ答えられない。 
20万 104 1956～64年 全国 
10万 なし ― ― 
5万 12 1960年代 セネガル川流域一部 

2.5万 なし   
1万 3 1981年 ヌアクショット市：北側2面、南1面 仏IGN

注記等なし 
 
分譲図（写測でなく、ポンチ絵）の1/2,000が存在する。 

３つ整備計画で整備したものもあるし、処理していないものもある。約200km2は基準が 

ない図面（平面図）で1/1,000図もある。これらは住宅・都市計画局でデータ化したが単にポン 

チ絵的な図面なので、データ化するときDTCは拒否した。 

 

1万の図画は、A2判くらいを考えているとのことで本格調査団と図郭割りの協議で決めることに合

意した。 

 

（職員数） 

30名ほどである。技師5名、技術者15名、残りは補助員と事務員である。 

現在、区画確定の設置を行って現地に行っている。 

また、ヌアクショット市に関して言うと、関連するのは9つある。それらに各1名が担当することに

なっていて、測量は重要なこととなっている。３つの形態を申したがそれらに対応することが問題で

ある。南側の場合、密集地域を区画して割り振っている。道路担当者はチームになって測量や監査を

行っている。道路は市を結ぶ市外と市内がある。各部署において測量調査に対し測量担当官を送って

いる。 

また、地方組織に職員を派遣している。地方部署として、地方サービスのため各地方を回っている。

なお本格調査が始まると、カウンターパートとして一緒にやってもらいたいとの要求に同意を得た。 

 

（省の地方組織） 

13組織。ヌアクショット市含めである。ただし、現在は1名のみが移動班（課長）として地方の係

として働いている。なお、DTCには地方組織はない。 
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番号 資料/書籍名 発行／入手先機関名 員数 備      考

1 GPS基準点網図・点の記･成果表 /DTC 4枚組 基準原点を含む

2 水資源用　GPS観測点設置仕様 /DTC 1 ヌ市給水計画のため、ヌ市ーロッソ国道沿いに設置

3 1:50,000地形図インデックスマップ /DTC 2

4 1/20万及び・1/50万地図一覧表 鉱山鉱業省/鉱山鉱業省 1 鉱山省パンフレット参照

5 空中写真一覧表 /DTC 2

6 空中写真フイルム一覧表 /DTC 2

7 1/5万　地図一覧表 IGN/DTC 2

8 1/20万 地図 IGN/DTC 1 図名：　「NOUAKCHOTT」（カラーコピー）

9 1/5万　地図 IGN/DTC 1 図名：　「DAGANA 4c」

10･1 1/1万　地形図 IGN/DTC 1
図名：　「NOUAKCHOTT」1981年作成(白黒コピー)居住区計画
図？

10･2 1/1万　地形図 /DTC 1 図名：　「NOUAKCHOTT」(白黒コピー) 1/4欠図

10･3 1/1万　地形図 IGN/DTC 1 図名：　「NOUAKCHOTT」1981年作成　(白黒コピー)

11 1/1万　地図 IGN/DTC 1 図名：　「NOUAKCHOTT」1992/1993(白黒コピー )図郭内1/4描画

12 1/20万 地図 IGN/DTC 1 1/20万カラーコピーを貼り合せ、調査範囲を表示

13 鉱山鉱業省パンフレット 鉱山鉱業省/鉱山鉱業省 1 1/20万及び1/50万図の図郭表示あり

14 ヌアクショット市内図 BSA社/ホテル 1

15 BSA社　会社パンフ BSA社/BSA社 1

16 IRC社　会社パンフ IRC社/IRC社 1

17 GEOーScience S会社パンフ GEOーScience社/IRC社 1

18 Serade Ingenieur Conseil 会社パンフ SIC社/DTC 1

19 MCG会社パンフ MCG社/DTC 1

20
Bureau Maghrebin d Etudes et de
Controle 会社 パンフ

BME社/DTC 1

21 ALPHA CONSULT パンフレット AC社/DTC 1

22 設備運輸省設置令 設備運輸省 1

23
測量・地図作成及び公表に関する省
令

設備運輸省 1

24
リモートセンシング政府委員会設置に
関する省令

設備運輸省 1

25
RIM国立測量地図作成院創立プロ
ジェクト形成報告書

設備運輸省 1

26
鉱山土地台帳プロジェクト測地調査
計算結果

設備運輸省 1

27 水準点に関するリスト 設備運輸省 1
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